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出願資格①－Ａ－(8)該当者　「文部科学大臣の指定した者」

国土交通省組織令（平成12年政令255号）による海上保安大学校（国家行政組織法の一部を改
正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（昭和58年法律第78号）による改正
前の海上保安庁法（昭和23年法律第28号）及び旧運輸省組織令（昭和59年政令第175号)によ
る海上保安大学校を含む。）を卒業した者

　大学院及び大学の専攻科の入学に関し，大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められる
者を指定（昭和28年2月7日文部省告示第5号）

　学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）第155条第1項第6号の規定により，大学院及び大
学の専攻科の入学に関し，大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められる者を，次のよう
に指定する。

旧大学令（大正7年勅令第388号）による大学を卒業した者

旧高等師範学校規程（明治27年文部省令第11号）による高等師範学校専攻科を卒業した者

旧師範教育令（昭和18年勅令第109号）による高等師範学校又は女子高等師範学校の修業年限
1年以上の研究科を修了した者

旧中等学校令（昭和18年勅令第36号）による中学校若しくは高等女学校を卒業した者又は旧
専門学校入学者検定規程（大正13年文部省令第22号）により，これと同等以上の学力を有す
るものと検定された者を入学資格とする旧専門学校令（明治36年勅令第61号）による専門学
校（以下「専門学校」という。）で修業年限（予科の修業年限を含む。以下同じ。）5年以上
の専門学校を卒業した者又は修業年限4年以上の専門学校を卒業し修業年限4年以上の専門学
校に置かれる修業年限1年以上の研究科を修了した者

防衛省設置法（昭和29年法律第164号）による防衛大学校又は防衛医科大学校を卒業した者

独立行政法人水産大学校法（平成11年法律第191号）による水産大学校（旧農林水産省設置法
（昭和24年法律第153号），旧農林水産省組織令（昭和27年政令第389号）及び独立行政法人
国立公文書館等の設立に伴う関係政令の整備等に関する政令（平成12年政令第333号）による
改正前の農林水産省組織令（平成12年政令第253号）による水産大学校を含む。）を卒業した
者（旧水産庁設置法（昭和23年法律第78号）による水産講習所を卒業した者を含む。）

旧国立工業教員養成所の設置等に関する臨時措置法（昭和36年法律第87号）による国立工業
教員養成所を卒業した者で，教育職員免許法による高等学校教諭免許状及び3年以上教員とし
て良好な成績で勤務した旨の実務証明責任者の証明を有する者

 　例：⑩該当者＝教育職員免許状の写し

注：上記①～⑫の資格により出願する場合には，当該資格に関する証明が必要です。

職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）による職業能力開発総合大学校の長期課程を修
了した者（旧職業訓練法（昭和33年法律第133号）による中央職業訓練所又は職業訓練大学校
の長期指導員訓練課程を修了した者，職業訓練法の一部を改正する法律昭和60年法律第56
号）による改正前の職業訓練法（昭和44年法律第64号）による職業訓練大学校の長期指導員
訓練課程を修了した者，職業能力開発促進法の一部を改正する法律（平成4年法律第67号）に
よる改正前の職業能力開発促進法による職業訓練大学校の長期課程を修了した者及び職業能
力開発促進法及び雇用促進事業団法の一部を改正する法律（平成9年法律第45号）による改正
前の職業能力開発促進法による職業能力開発大学校の長期課程を修了した者を含む。）

国土交通省組織令による気象大学校（旧運輸省設置法（昭和24年法律第157号）及び旧運輸省
組織令による気象大学校を含む。）の大学部を卒業した者

教育職員免許法（昭和24年法律第147号）による小学校，中学校，高等学校若しくは幼稚園の
教諭若しくは養護教諭の専修免許状又は一種免許状を有する者で22歳に達した者

旧国立養護教諭養成所設置法（昭和40年法律第16号）による国立養護教諭養成所を卒業した
者で，教育職員免許法による中学校教諭若しくは養護教諭の専修免許状又は一種免許状を有
する者


